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Ⅰ 問題の所在
人権に関する教育は学校教育において大きな位
置を占めている。社会科教育において人権は重要
な学習内容であり1)，道徳や学活，総合的な学習
などでは学習内容を人権に特化した「人権教育」
が行われている。本稿では，両者を区別するため
に，前者を社会科「人権学習」とよぶこととする2)。
社会科「人権学習」は，日本国憲法についての学
習の中で主に行われる。前史として，人権思想の
発達をヨーロッパ近代史の中で位置づけ，日本国
憲法で保障されている基本的人権について判例を
交えながら網羅的に学習するということが通常行
われている。一方，「人権教育」には二つの淵源
がある。一つは，1950年代に始まり1960年代後半
に西日本を中心に拡大した同和教育であり，もう
一つは2002年に閣議決定された「人権教育・啓発
に関する基本計画」に基づく「人権教育」である。
「人権教育・啓発に関する基本計画」は，2004年
に国連総会で採択された「人権教育のための世界
計画」（2005年開始）に連動するものであり，「世
界人権宣言」（1948年に国連総会で採択）で謳われ
た人権の保障を国際的に実現しようとするもので
ある。同和教育と「人権教育」は淵源が異なるが，
両者の近似性により，同和教育から「人権教育」
へと「シフト」3)したと捉えられている。同和教育
においては，部落差別が主な学習内容とされ，「人
権教育」では，「女性、子ども、高齢者、障害者、
同和問題、アイヌの人々、外国人、HIV感染者等、
刑を終えて出所した人」（「人権教育のための国連
10年」）などの人権保障＝少数者の権利保障あるい
は差別の排除が重要課題として列挙されている。
社会科「人権学習」に対しては，「人権一般に
ついての観念的な知識の注入に終始し，生きて働
く態度や技能として内面化されることはなかっ
た」4)という問題点が指摘されている。この問題
を克服するために二つの視点があげられる。第一
は，人権の多義性である。そもそも人権は概念で
あり，実体が存在するわけではない。同じ「人権」
を語りながら，論者によってその内容に相違がで
きてしまう可能性がある。第二は，価値の問題で
ある。権利という言葉は，right（英）に当てられ
た訳語であり，本来正当性・正しさという価値を
含有する概念である。しかし，社会科「人権学習」
は人権の価値的側面を十分に踏まえてこなかった
のではないだろうか。その点，「人権教育」は，
価値的側面を重視しており，「現場における人権教
育の多くの実践は，価値態度的側面に比重を置い
ており，傾向として道徳教育的に行われているも
のが全国的には多くあるという現実がうかがわれ
る。」5)とされている。
本稿の目的は，社会科「人権学習」ついて提起
されている問題点を克服し，改善することにある。
この目的を達成するために，次の手順に従って論
を進めることとする。
① 人権の明確化
多義的な人権概念を検討・整理し，できるだけ
明確化する。
② 人権の価値的側面の検討
人権の価値的側面を「人権教育」における道徳
的価値を踏まえて検討し，社会科「人権学習」に
組み入れる。
③ 単元開発
①，②に基づいて，価値的側面を組み入れた小
単元を開発する。
Ⅱ 人権の明確化
人権とは何か。通常「人が人として生まれなが
価値的側面を組み入れた社会科「人権学習」
―道徳的価値の検討を踏まえて―
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らにもっている権利」と説明される。しかし，こ
とは簡単ではない。法学の碩学が「人権とは，そ
もそもいったい何なのかということになると，実
のところ案外わかっていないのではなかろうか。
専門家のあいだでも，人権とは何かについてはっ
きりしないことが多く，また学者の意見もまちま
ちであって，統一した意見があるわけではない」6)
とその多義性を指摘している。そこで人権概念と
それにまつわる問題を次のような手順で整理す
る。第一に，そもそも権利とはいかなる概念かを
考察し，第二に，自然権としての人権，第三に実
定法が保障する人権を明らかにする。最後にこの
ような人権はどのようにして保障されるのか，そ
こにまつわる問題は何かを明らかにする。
 権利概念
権利という言葉は，日本にはなく，近代以降，
right(英)という言葉に当てられたものである。権
利という概念は，広義には「規範（ルール）に
よってつくり出される正当性」7)に用いられる。
「私はじゃんけんに勝ったから，キャンディを１
個もらう権利がある」などと使用される。しかし，
通常は，法的な概念として用いられ，「一定の利
益を請求し，主張し，享受することができる法律
上正当に認められた力」8)というように説明され
る。あるいは，権利という概念の用法により，①
自由，②請求権，③権能，④免除の４つの基本的
な意味があるとされる。①自由は，権利主体であ
るＸが特定の行為をしてもしなくても他者から干
渉されないということである。②請求権は，権利
主体Ｘが特定の人物に一定の行為を請求でき，請
求された人物はそれを行う義務を有する場合であ
る。③権能は，権利主体Ｘが，Ｘ自身や他者の法
的地位を変更できる場合であり，財産の譲渡や遺
言がこれにあたる。④免除は，権利者Ｘが他者に
よって法的地位が変更されない場合である9)。
 自 然 権
権利は概念ないし観念であり，実体ではない。
誰かが権利という概念を主張し，一般的に承認さ
れることによって確立する。人権はいつ誰が主張
し，どのようにして承認されてきたのか。人権は，
naturalrights，自然権として主張され，「中世に始
まり，17世紀くらいに思想としてはっきり固まっ
てきた」10)とされている。ホッブズ，ロック，ルソー
が主張した社会契約思想で国家が成立する以前の
自然状態においても一人ひとりの人間は自然権を
保有していたことが主張され，フランス人権宣言
やアメリカ独立宣言はこうした自然権を人権とし
て承認したのである。このときに承認された人権
の内容は何か。フランス人権宣言第１条「人は，
自由かつ権利において平等なものとして出生し，
かつ生存する」，アメリカ独立宣言「すべての人
は平等に造られ，造物主によって，一定の奪いが
たい天賦の権利を付与され，そのなかに生命，自
由および幸福追求の含まれる」に共通するものは，
一人ひとりの人間は個人として尊重され，「人は根
源的に平等であり，自分の生き方を決めるのは自
分自身でしかない」11)ということである。また，人
権が自然権として承認されているということは，
人権は国家が成立する以前から確立されているの
であり，国家によって変更することはできないという
ことである。したがって，自然権としての人権は国家
以前の権利と表現されることもある。日本国憲法第
11条で基本的人権が「侵すことのできない永久の権
利」とされているのもこのことを指している。
 実定法が保障する権利
人権は自然権であると理解するならば，なぜ実
定法である憲法で保障する意味があるのであろう
か。これには次のような説明がされている。
「第一の意味は，内容が不明確な自然権を実定
法で定めることにより，その内容を確定するこ
とである。第二の意味は，実定法の中で最上位
に位置している憲法が人権を保障することによ
り，国家権力による人権侵害を排除することで
ある。」12)
こうしたことから，日本国憲法でも，基本的人権
が規定され，保障されている。しかし，やっかい
なことに，この基本的人権という概念は，自然権
としての人権と同一ではないという問題がある。
つまり，基本的人権（この言葉は，ポツダム宣言
に使われていたfundamentalhumanrightsに由来す
るという13)）には，自然権としての人権，あるい
は狭義の人権ではないものも含まれているという
ことなのである。ただし，何が狭義の人権で，何
が広い意味での人権なのかということも諸説あり
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明確ではない。例えば，国家賠償請求権（第17条），
刑事補償請求権（第40条）などは，狭義の人権に
は含まれないという説は有力だとされているが14)，
誰もがそれを認めているわけではないのである。
これらを要するに，日本国憲法で規定され保障
されている基本的人権は，狭義の人権と広義の人
権を併せもっていると言うことである。このこと
は，憲法学の基本書などでは触れられていないこ
とがあり，人権学習においては最も注意しなくて
はならないことであろう。
さらに，実定法が保障する権利ということで確
認しておかなければならないことがもう一つあ
る。周知のように，実定法には公法と私法があり，
それぞれ権利を保障しているということである。
公法上の権利が公権であり，私法上の権利が私権
である。日本国憲法が保障する基本的人権は，公
権として理解されている。私権の中心は，財産権
であるが，個人の人格的利益の総称として人格権
がある。人格権の内容としては，生命，身体，自
由，名誉，氏名，貞操，信用などがあるとされて
いる15)。この人格権も広義の人権として理解され
ている。例えば，今日「新しい人権」として挙げ
られるプライバシーの権利は，先ず私法上の権利
として認められ，その後公法上のすなわち，憲法
上の権利として認められるようになったことはよ
く知られているところである。
 権利の保障
既に確認したように，権利は「一定の利益を請
求し，主張し，享受することができる法律上正当
に認められた力」である。では，人権は誰に対し
て請求されるのであろうか。狭義の人権は，自然
権であり，実定法に拘束されることはないはずで
ある。しかしながら，現実には，人権の保障は実
定法に基づいて行われおり，広義の人権である基
本的人権は，日本国憲法によって保障されている。
憲法は，他の法律とは異なり，「国家機関に対し
権能を授ける規範（授権規範）」と「国家機関の
権能に制限を課す規範（制限規範）」16)としての性
質をもつものである。したがって，憲法は国家権
力に対して，国民の人権を保障するように，ある
いは侵害しないように命令しているのである。で
は，広義の人権に含まれる人格権の保障はどうか。
例えば，私人Ｘが私人Ｙにより名誉を侵害された
場合，ＸはＹに対して不法行為に基づく損害賠償
や差し止め請求を請求することができる。問題と
なるのは，私人が他の私人の基本的人権を侵害し
た場合である。憲法は国家権力に対する制限規範
であり，「私的自治の原則」を有する私人間に憲
法の人権規定が適用できるかということである。
私人間効力の問題とされるものであり，通説・判
例は間接適用説をとっている。これは，「私法上
の概括的条項，たとえば公序良俗違反の法律行為
を無効とする民法90条などを，憲法の趣旨を勘案
して解釈・適用することにより，間接的に私人間
の行為を規制しようとするもの」17)である。1981年
の最高裁判例「男女定年差別訴訟」などはこの事例
である。民間企業（私人）で行われている男女定年
差別は憲法規範である性別を根拠とする差別の禁
止原理を斟酌して，民法90条で規定されている公序
良俗違反にあたり，無効であるとされたのである18)。
，，，で明らかにしてきたことで，社
会科「人権学習」において配慮しなければならな
いことは以下の点である。
①人権という概念には狭義と広義があり，「人が生
まれながらにして当然もっている権利」は狭義の
人権である。
②日本国憲法が保障する基本的人権は狭義・広義
両方の人権から構成されている。
③広義の人権には，私法上の人格権も含まれる。
④基本的人権の保障は国家権力と国民との間の関
係であり，私人間に直接適用されるわけではない。
私人間に適用される場合には憲法の趣旨に照らし
て慎重に行われなければならない。
通常，中学校社会科，公民科において人権学習
は憲法学習の中で行われる。そのため，憲法全体
の理解が中心となり，基本的人権についても網羅
的に学習されることが多い。しかし，人権概念に
狭義・広義があり，「切り札」としての狭義の人
権には格別の配慮がなされなければならないこと
を理解させることは極めて重要であろう。
また，狭義の人権の核心にあるのが，「個人の
人格の根源的な平等性」であり，このような権利
は「（多数者にはさして価値がなく）少数者にとっ
てのみ意味のある権利である」19)とするならば，
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「人権教育」において同和問題をはじめとして，
少数者の権利保障を重要課題としていることには
十分意味があると言うことができるであろう。
Ⅲ 人権の価値的側面の検討
既に触れたように，「人権教育」は，2002年に閣
議決定された「人権教育・啓発に関する基本計画」
に基づいて実施されている。この「人権教育」を
推進するために，2003年に「調査研究会議」が設
置された。この「調査研究会議」が三次にわたる
「とりまとめ」を公表している。2008年に出され，
具体的な実践事例が収集・分析されていることが
特色となっている「第三次とりまとめ」20)では，「人
権教育」を通じて育てたい資質能力を①知識的側
面，②価値的・態度的側面，③技能的側面からと
らえている。特に②価値的・態度的側面について
は，「人権が持つ価値や重要性を直観的に感受し，
それを共感的に受けとめるような感性や感覚，す
なわち人権感覚を育成することが必要となる」と
し，その人権感覚とは「人権の価値やその重要性
にかんがみ，人権が擁護され，実現されている状
態を感知して，これを望ましいものと感じ，反対
に，これが侵害されている状態を感知して，それ
を許せないとするような，価値志向的な感覚であ
る」と説明されている。「調査研究会議」は継続
的に，「人権教育」に関する実態調査を行っており，
最新調査結果が2013年10月に「平成24年度人権教
育の推進に関する取組状況調査について」21)とし
て公表されている。この調査は，全国1872の公立
小中学校で行われた。問14「貴校では，人権教育
の指導内容として，どのような資質・能力を身に
付けさせることに力を入れていますか」という問
に対して，①「自他の違いを認め，尊重する意識，
多様性に対する肯定的態度」（86％），②「自己に
ついての肯定的態度」（75％），③「他者の痛みや
感情を共感的に受容できるための想像力や感受
性」（73.8％）が上位の回答であった。この問いで
は，「知識的側面，技能的側面に関する指導」も
選択肢に含まれていたが，「平成20年度と変わら
ず，自他の違いや社会の多様性に対する肯定的態
度の育成を始めとする価値的・態度的側面に関す
る指導に，他の二つの指導に比してかなり大きな
力点が置かれていることが読み取れ，特に，自尊
感情を身に付けさせることに力を入れている学校
の割合が校種を問わず目立って増えている。」（調
査研究会・分析）という結果となっている。
つまり，「人権教育」の推進主体は，「人権教育」
を通じて育てたい資質能力を①知識的側面，②価
値的・態度的側面，③技能的側面の三つから捉え，
相互に関連させることを意図しているにも関わら
ず，道徳や総合的な学習で行われる実践では，ほ
ぼ一貫して②価値的・態度的側面に重点が置かれ
ているということである。
なぜそうなるのか。それは，人権と道徳の親和
性にあるのではないだろうか。繰り返しになるが，
人権は正当性・正しさという価値を含有する概念
である。価値という概念には，善さ，望ましさと
いう意味がこめられており，価値は「人間（評価
主体）がある対象（客体）の善さを感得し承認す
ることによって成立する」22)のである。一方，道徳
の本質（道徳性）は，「意図や意思決定，行為に
関わる善悪・正不正（道徳的価値・反価値）を区
別する指針のこと」23)であり，道徳教育とは道徳性
を育成する教育である。すなわち，道徳教育とは，
子ども達が人間として善いこと・正しいことは何
かということを知り，それを内在化して，実践し
ていけるようにすることをいうのである。した
がって，人権の正当性を理解し，人権を尊重し，
擁護するように行動するということは優れて道徳
的な行為であると言うことができるのである。そ
して，「人権教育」において価値的・態度的側面が重
視され，「人権感覚」の育成が図られることは，当然
であるし，重要であるということができるであろう。
しかし，問題点も存在する。道徳や総合の時間
に行われる「人権教育」は，「『おもいやり』，『や
さしさ』，『いたわり』といった人権道徳の推奨」
になる傾向が強いことが指摘されている24)。小中
学校で行われている特設科目道徳は，学習内容と
して４つの分野が設定されている25)。「①主として
自分自身に関すること，②主として他の人とのか
かわりに関すること，③主として自然や崇高なも
のとのかかわりに関すること，④主として集団や
社会とのかかわりに関すること」である。「おも
いやり」，「やさしさ」，「いたわり」といった道徳
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的価値は，上記道徳の学習内容の中の，「②主と
して他の人とのかかわりに関すること」で扱われ
るものである。人権と道徳は，親和性はもつが同
じものではない。Ⅱで確認したように，「人権教育」
が課題とする狭義の人権は，公権であり，基本的
には国家権力との関係において保障されるもので
ある。道徳教育の学習分野で言えば，「④主とし
て集団や社会とのかかわりに関すること」で扱わ
れるべきものである。しかるに，「人権教育」で
は，私人と私人との関係に置き換えられる傾向が
ある。つまり，公権としての人権が私権としての
人権として扱われ，その保障が私人間の「思いや
り」とか「やさしさ」といった情緒的な道徳的価
値に，言わば矮小化されてしまっているのである。
「思いやり」とか「やさしさ」といった道徳的価値の強
調は，人権問題が優れて社会的な問題であるにも
関わらず，個人の心の問題に還元し，個人に責任を
負わせようとする「心理主義」26）に解決の道を求める
ことになってしまう危険性を孕んでいるのである。
人権教育における価値的側面重視の意義と問題
点の整理の上に，社会科「人権学習」に価値的側
面を取り入れることの意義を次のようにまとめる
ことができる。すなわち，人権は「『生きている
ことは正しい（right）』」27）という根本的思想に支
えられており，人権を理解し，内在化するために
は，学習方法として価値的側面を組み入れること
は極めて重要である。しかし，社会認識形成と，
公民的資質育成を目的とする社会科の「人権学習」
においては，人権問題の「心理主義」的解決では
なく，人権を侵害している社会権力構造の認識の
上に，人権の侵害は不正であるという人権感覚を
育成することが求められるのである。
Ⅳ 単元開発
Ⅱ，Ⅲの検討を踏まえ，社会科「人権学習」の単元
開発を行う。社会科「人権学習」では，広義の人権ま
で含めて人権全体の認識を深めることが重要な課
題となる。しかし，紙幅の関係から，本稿では，学習
内容として狭義の人権を取り上げ，価値的側面を組
み入れた学習方法による小単元を開発する。
 学習主題の設定
本単元では，学習主題を「校則頭髪規制と自己
決定権」とする。設定理由は，学校は，学習者が
日々生活している場所であり，学習者が構成者と
して重要な役割を果たしている社会である。学校
も社会の一つであり，学校にも権力は存在し，そ
の権力により秩序形成作用が行われている。日本
の学校においては，学校権力は強力であり，人権
保障を理由として権力作用に異議を唱えるという
ことは多くはなかった。しかし，日本社会におい
ても人権概念は確実に深化・拡大されており，学
校においてもときに秩序形成と人権保障が厳しく
対立する問題が発生することがある。学校で起き
る秩序形成と人権保障が対立する問題を教材とす
ることにより，学習者は自分が生活する場所で起
こる問題について，自分自身の問題として主体的
に取り組むことが期待できるであろう。学校にお
いて社会秩序を形成するルールは校則である。校
則の中で，学校と生徒との間で衝突し問題化し，
場合によっては訴訟にまで発展するのは生活指導
に関する校則である。その生活指導に関する校則
の中でも，中学生・高校生が大きな不満をもって
いるのが頭髪と服装に関する規定である。一方
で，髪型や服装などといったライフスタイルを憲
法第13条が保障する幸福追求権に基づく自己決定
権の範疇に加えるべきだという学説が積極的に主
張されるようになっており，そうした主張を認める判
例も出ている。校則規制と髪型自由の対立が最高裁
判所まで争われたのが，「修徳高校パーマ退学処分
事件」である。したがって，社会的論争問題として校
則と狭義の人権と考えられる自己決定権の対立を
取り上げ，頭髪規制の校則の正当性を判断する小単
元を開発することは，人権に対する認識を深め，人
権感覚を育成する上で有効であると考えられる。
 内容構成
本単元は，染髪（茶髪）を禁止している校則に
ついて正当・不当という価値判断を行い，その存
続について意思決定を行うものである。したがっ
て，学習内容としては，①校則の根拠と役割につ
いての理解，②自己決定権についての理解，③髪
型と自己決定権についての理解，④上記の①，②，
③を踏まえた社会的価値の析出，価値判断・意思
決定，討議，最終価値判断・意思決定の４つの内
容から構成される。
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① 校則の根拠と役割についての理解
校則の制定権能の根拠，法的性格は学説，裁判
では大きく（ⅰ）特別権力関係説，（ⅱ）部分社
会論，（ⅲ）在学契約関係説の３つの考え方が示
されている28)。本稿では，法実務において主流と
される部分社会論に立つこととする。校則は，学
校という集団の秩序形成・維持のために制定され，
生徒を規制する。しかし，学校は「教育の目標が
達成される」（教育基本法第６条）ために国，地
方公共団体，学校法人により設置されるものであ
り，学校における秩序とは争いがないというだけ
でなく，生徒が安心して教科学習・教科外活動を
含む学習活動に集中できるような状態を指すとい
うことができる。したがって，校則が形成しよう
とする秩序の内容は教育目標という視点から明ら
かにされなければならない。
② 自己決定権についての理解
幸福追求権（憲法第13条）を根拠として導き出
される権利として主張されているのが，自己決定
権である。自己決定権の具体的内容は，「ライフ
スタイルに関する自己決定権，出産・妊娠中絶に
関する自己決定権，生命・身体に関する自己決定
権の三者」に分けられる。染髪を含む髪型の自由
が，自己決定権の内容として，「ライフスタイル
に関する自己決定権」に該当するかという問題は，
学説においては見解が分かれている29)。
判例において，髪型の自由が自己決定権となる
かどうかが争われたのは，「修徳高校パーマ退学処
分事件」のみである。「修徳高校パーマ退学処分
事件」において，原告はパーマの禁止は自己決定
権の侵害にあたると主張した。この主張に対して，
第一審の東京地裁は，一般的には髪型の自由が自
己決定権の内容であることを認めた。しかし，第
二審の東京高等裁判所は，一審判決文のこの部分
を削除し，最高裁判所もこの問題についての判断
を示さなかった30)。
本稿では，個人を自律的人格として捉え，髪型
は自律的個人が自己を表現する重要な手段である
との見解に立ち，髪型の自由は自己決定権の内容
を構成するものと理解する。しかし，一般的に髪
型の自由が自己決定権としてその保障が求められ
るとしても，教育という目的をもつ学校において
一般市民社会と全く同様に保障されるのかという
点においては，「髪型ないし服装の自由を自己決定
権の一つと解したとしても，一定の規律の存在が
予定される学校においては，規制に重要な教育目
的があり，かつ，規制の態様・程度がその目的と
実質的に事実上の合理的な関連性を有する，とい
う論証がなされる限り，規制は許されると解する
ことができる。」31)という芦部信喜の有力な見解も
あり，慎重に検討することが求められる。
 学習過程
学習過程は以下の６つの段階から構成される。
第１段階 社会的論争問題の把握
学校の校則の中で，不満のある規定，改定して
欲しい規定は何かと生徒に問い，いくつかの規定
をあげさせる。上位にあげられる規定の中で染髪
（茶髪）禁止規定を取り上げ課題として設定する。
一般社会では，多くの人々（特に女性）が髪を染
めていて，現代日本社会では染髪（茶髪）は特異
なものではなく，普通のこととして受け止められ
ている。なぜ，学校（中学校・高校）では，染髪
（茶髪）は禁止されているのかという課題を生徒
に投げかけ，改めて校則で髪を染めることが禁止
されていることへの意識を問う。
第２段階 問題の対立点の明確化と対立を生み出
す要因の分析
（ⅰ）髪型の自由を規制する校則は自己決定権と
いう人権の侵害にあたるとして争われた「修徳高
校パーマ退学処分事件」（1996年 最高裁判決確
定）を取り上げ原告（パーマをかけ退学した生徒・
保護者），被告（校則を制定した修徳高校），裁判
所の判断を分析する。
（ⅱ）パーマ禁止規定は正当とする主張（被告
学校）とパーマ禁止規定は不当とする主張（原告
生徒・保護者），それぞれの主張の根拠を，①校
則の根拠と役割，②自己決定権，③髪型と自己決
定権を中心として社会諸科学を基盤として探究
し，社会認識を深める。
（ⅲ）染髪に関する事実を探究する。
第３段階 対立する社会的価値の明確化
第２段階で明らかになったそれぞれの立場が根
拠とする事実と理論を総合し，そうした事実と理論
の背景にある社会的価値を合理的に分析し，メタ価
値としての社会秩序（学校の教育目的を達成するた
めの秩序と環境）と人権（自己決定権）を析出する。
第４段階 問題に対する意思決定
（ⅰ）「修徳高校パーマ退学処分事件」での学校，
生徒保護者それぞれの主張をトゥールミン図式に
整理し，それぞれの主張がどのような気持ち，感
情によりなされているのかを共感的に理解するよ
うにする。
（ⅱ）パーマ禁止規定を染髪禁止規定に置き換え
て，一人ひとりの学習者が自己の価値判断を
トゥールミン図式を使って行う。また，第１段階
で直感的に行った価値判断・意思決定を振り返り，
特に自分のこの問題に対する気持ち，感情を客観
的に捉え，吟味・反省する。その上で，社会全体
の立場から，この問題に対する価値判断・意思決
定を行う。
第５段階 意思決定の反省的吟味と再構成
４人から５人程度のグループを作り討議を行
う。討議は，単に賛成・反対ということで行うの
ではなく，トゥールミン図式を利用して，判断構
造のどの要素でどのように異なるのかを確認し，
相互に分析・批判を行う。この時に，無理に調
整・合意ということはせずに相違点を明確にする
ことに重点を置くようにする。しかし，合意でき
ること，調整できることがあればそれを行う。
第６段階 最終意思決定
討議で異なる主張の「根拠（Data）」・「裏づけ
（Backing）」・「理由づけ（Warant）」・「主張（Claim）」
を認識し，自己の価値判断・意思決定を十分に吟
味・反省する。その上で，校則頭髪規制について
社会秩序・人権の社会的価値観を明確にして，正
当・不当の価値判断を行い，賛成・反対の最終意
思決定を行う。
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小単元「校則頭髪規制と自己決定権」学習指導案
本稿で提示する学習指導案は，高等学校公民科政治・経済の内容の「 現代の政治」の「ア 民主政
治の基本原理と日本国憲法」において展開することを想定している。
１ 目 標
 知識目標
校則の根拠と役割について理解する。
校則の根拠と役割については，部分社会論として理解する。
学校は，生徒の教育という目的を達成するために，生徒の自由または権利を制限する「包括的権能」
を有し，生徒は校則に服従する義務を負うというものである。
基本的人権と自己決定権について理解する。
＊日本国憲法で規定されている基本的人権は，「包括的基本権（13条），法の下の平等（14条），自由権，
受益権（国務請求権），参政権，社会権」に分類されている。
＊包括的基本権（幸福追求権）を根拠として導き出される権利が，自己決定権である。
髪型と自己決定権について理解する。
＊自己決定権の具体的内容としては，「ライフスタイルに関する自己決定権，出産・妊娠中絶に関する自
己決定権，生命・身体に関する自己決定権」に分けられる。
＊学説においては，髪型の自由は，ライフスタイルに関する自己決定権の内容であるとする見解が有力
である。
 態度・能力目標
校則頭髪規制問題を自分自身の問題として捉えることができる。
校則頭髪規制問題に関わる事実・概念・理論を主体的に探究できる。
トゥールミン図式を用いて，価値判断構造を明確にして，公民としての立場から価値判断・意思決定
を行うことができる。
主張が対立する他者と議論の構造に基づいて，共感的理解の上に討議することができる。
討議を踏まえて，自分が行った価値判断・意思決定を吟味・反省し，社会的価値観を明確にして最終
価値判断・意思決定を行うことができる。
２ 小単元の構成
 社会的論争問題の把握 「頭髪規制について考える」
 問題の対立点の明確化と対立を生み出す要因の分析
「修徳高校パーマ退学事件の対立点と裁判所の判断」
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 対立する社会的価値の明確化 「社会秩序と自己決定権」
 問題に対する意思決定 「染髪規制主張と染髪容認主張の構造化と自らの意思決定」
 意思決定の反省的吟味と再構成 「討議に基づく反省的吟味と再構成」
 最終意思決定
配当時間：４時間
・………１時間
……………１時間
……………１時間（本時）
・………１時間
３ 小単元の展開過程 （第３時）
理解させたい知識・生徒の反応学習活動・資料教師の指示・発問・説明
主張
髪を染めることを禁止する校
則は，正当であり，存続すべきで
ある。
根拠となる事実
① 髪を染める生徒は非行に走り
やすい。
② 学校に髪を染めた生徒がいる
と，学習する秩序・環境が壊れる。
③ 高校生が髪を染めることにつ
いて，社会的に容認されていない。
社会的価値観
教育目的を達成するための学校
の秩序・環境
理由付け（論拠）
学校は学習する場であり，染髪
した本人が学習に集中できなく
なる可能性があり，学校の学習で
きる秩序を破壊する染髪を禁止
するのは当然である。染髪を禁止
することは，特定の髪型を強制す
ることではなく，自己決定権の侵
害とは言えない。
主張
髪を染めることを禁止する校
則は，不当であり，改定すべきで
ある。
根拠となる事実
染髪は一般社会で受容されて
おり，高校生が染髪することに大
きな批判はない。
社会的価値観
自己決定権の保障
理由付け（論拠）
染髪は髪型の自由に含まれる
ものである。髪型の自由は，自己
決定権（ライフスタイル）の内容
となるものである。人権保障は最
大に尊重されるべきものであり，
トゥールミン図式
を用いて学校の主
張を構造化する。
トゥールミン図式
を用いて学校の主
張を構造化する。
「修徳高校パーマ退学処分事件」
訴訟を参考にして，染髪を規制す
る校則を制定する学校の主張を整
理し，共感的に理解してみよう。
「修徳高校パーマ退学処分事件」
訴訟を参考にして，染髪を規制す
る校則に異議を唱える生徒の側
の主張を整理し，共感的に理解し
てみよう。
問
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V お わ り に
本稿では，価値的側面を組み入れた社会科「人
権学習」の構築を目標として設定した。達成でき
たことは以下の四つである。
① 多義的な人権概念を整理し明確化した。
② 価値的側面を重視する「人権教育」の特色と
問題点を明らかにした。
③ ①，②を踏まえて価値的側面を組み入れた社
会科「人権学習」の単元を構築した。
今後，本稿で構築された単元を実践・検証する
ことが課題である。
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理解させたい知識・生徒の反応学習活動・資料教師の指示・発問・説明
特に国公立の学校では，私立学校
よりも一層その保障が求められる。
トゥールミン図式
を用いて，自分の
考え，判断を構造
化する。
あなたは，染髪を禁止している校
則は正当・不当どちらだと判断し
ますか。その結果としてこの校則
は存続すべきだと考えますか，改
定すべきだと考えますか。その
際，自分の感情や気持ちを含めて
よく考えて下さい。
